


Ⅲ.申請事業

入力数 299 字

入力数 137 字
Ⅳ.実行団体の募集

Ⅴ.事業実施体制

Ⅵ.関連する主な実績

②その他、助成金等の分配の実績

(2)申請事業に関連する調査研究、連携、マッチング、伴走支援の実績、事業事例等の実績
【国内】2011-東日本大震災『共に生きるファンド』：伴走型支援実施（地域コミュニティ形成やネットワーク形成、資源ﾏｯﾁﾝｸﾞ、ネットワーク分析調査）

2017-復興庁被災者支援コーディネート事業：伴走支援、マッチング事業（被災地域の住民主体のコミュニティ形成支援）

本申請事業以外の事業について、コロナウイルス感染症に係る助成金や寄付等を受け助成金等を分配している(予
定も含む）

有 無
有の場合
その詳細

・国内企業寄付関連事業
・海外事業（外務省、その他）

【国内】2011-東日本大震災『共に生きるファンド』総助成額：７０億円、2016-熊本大震災事業助成、2019-2019年台風15号・19号被災者支援（休眠預金等活用、一般寄付の2系統実施）他
【海外】外務省資金他：1500以上の事業、通算６００億円、５５地域

本申請事業について、コロナウイルス感染症に係る助成金や寄付等を受け助成金等を分配している(予定も含む） 有 無
有の場合
その詳細

本申請事業について、国又は地方公共団体から補助金又は貸付金（ふるさと納税を財源とする資金提供を含む）
を受けていない。

無 ※有の場合、選定の対象外となります（公募要領：助成方針参照）

(2)他団体との連携体制
全国：全国規模の災害対応団体等との連携や休眠預金等資金分配団体との連携、地域・分野：これまで支援した地域や分野における団体、以上との事業審査
や事業支援における情報等の連携を想定

(3)想定されるリスクと管理体制
想定されるリスク：支援者、裨益者における感染症罹患又は災害等の発災による事業の休止、停止、中止等
管理体制：実行団体には感染症対応ガイドライン事前提出による感染拡大防止と罹患発生時の速やかな関係当局への情報公開などによるリスク拡大防止

(1)休眠預金以外の助成・補助金活用の有無
①コロナウイルス感染症に係る事業

(3)申請数確保に向けた工夫
・関係各所へのアンケート、ヒアリングを通じた支援シーズとニーズの確認
・関係各所を通じた助成制度の早期広報

(4)予定する審査方法
 (審査スケジュール、審査
構成、留意点等）

当法人の、第三者委員から主に構成される『1.国内事業審査会』と助成団体としての当法人の機関決定としての『2.事業審査委員会』の2つの審査を実施。
日程：1.事務局様式確認、2.国内事業審査会（主に休眠預金等活用事業で求められている７つの要件に従い審査）、３.事業審査委員会（法人機関決定）

(1)メンバー構成と各メンバーの役割 統括（事業・会計）：1人、事業責任者：1人（実行団体対応）、会計・庶務担当：3人 計5人

(5)事業実施後（1年後）以降に目標とする状態
・生活困難者の逓減又は困難時に伴走的に支援されるサービスへ接続できる。（困難者が気軽に頼れる又は、公共機関から紹介されるサービス開発やその維持・拡大）
・新たな感染症発生の抑止（支援地域等における感染症拡大防止策に基づき感染症罹患が発生しない状況の継続又は、感染拡大の防止）

(1)採択予定実行団体数 5団体 (２) １実行団体当たり助成金額 4,000万円

(4)今回の事業実行を通じた目標 実施・到達状況の目安とする指標 把握方法 目標値/目標状態 目標達成時期

実施地域における
・生活困難者の逓減または支援への接続
・支援者の感染症拡大防止策の整備
（新たなサービス開発の場合）
・本財源に依らない支援の継続方法の策定、等

・恒常的感染防止策の確立数
・支援ｻｰﾋﾞｽ利用者の数又は質的増減
・支援期間以降のサービス継続計画
等

・支援地域に対する調査（ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ）
・第三者評価による性能検査
・事前、事後評価（ｱﾝｹｰﾄなど）

支援実施地域における
・支援された人数やカバー率
・支援事業の支援期間終了後における
必要に応じた継続、等

2021年12月

(3)活動（資金分配団体による伴走支援） 時期
・実施工程の管理として、管理部門としての予算管理状態とは別に事業の進捗確認を訪問型で実施。
・事業内容において、医療や専門家の知見が必要な場合において、研修会などを調整、実施。
・これまで当法人が培ってきた国内外の多様な支援団体とのネットワークを活かし、より効果的に事業が行えるサポートを行います。
（具体例）地方都市など、まだ民間非営利活動が充実していない地域において、必要に応じ、先行事例を持つような他地域の団体との連携やノウハウ
提供などの支援実施。
・その他：対象期間内に生じる可能性がある緊急事態に対しては、これまでの国内外で培った緊急時対応をし、支援団体はもとより支援先の安全確保
に努めます。

通年

・制度のはざまや可及的速やかに感染症対策を実施することにより感染症拡大を防止策開発（高齢者や障がい者などの集まる施設やサービス） 同上

・外国人市民など日本国内においては特異な制度下で困難を抱えている方への支援（留学生、在留期間の短い方々）

・その他感染症拡大に伴う生活困難者対応に資する既存・新規の支援事業の開発

当法人では国内外の災害時における人道支援を行う団体として、今回の感染症拡大やそれにより生じる被害を国内災害と捉え対応しています。今回の感染症対策に関しては、広域で、分野を限らず
多様な被害や長期にわたる感染症予防の体制が必要とされると考え、対象地は全国とし、対象者としてはコロナ災禍により困難を抱えている方全般とします。
特に災害脆弱層とされる幼児・児童含む家族や、高齢者、障がい者、外国人市民、生活困窮者などを主なる対象とします。
困難を抱えている方々が、当面の困難を乗り越え、また必要に応じ支援期間終了後もサービスを受けられる又は、支援者が独自でサービスを実施できる体制をつくる事を目的とします。

(2)活動(資金支援)（実行団体の活動想定） 時期
・生活困窮者が増えている地域における継続的な生活支援サービスの仕組み作り（若者や失業者、ひとり親家庭へのｽｰﾌﾟｷｯﾁﾝ機能や就労支援） 2020年9月~2021年8月

・食料支援などの地域に即した流通の仕組み作り（失業者、困窮家庭や現金以外の寄付希望者向けﾌｰﾄﾞﾊﾞﾝｸ、ﾌｰﾄﾞﾄﾞﾗｲﾌ、子ども食堂等） 同上

(1)申請事業の概要


